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●巻頭論文

「太平洋と日本ーフィジーとサモア」北岡伸一

●研究トピックス

「2025年問題研究会報告書について」小峰隆夫

●政策研究

2018年7月27日斃行（攀fl.I) 纂9鬱 纂3号 遍鬱立号

「「自由で開かれたインド太平洋」戦略と東アジアの国際関係」細谷雄一

「自殺大国日本の行方」高橋義明

「反自由貿易譲vs. 自由貿易論」柚谷睛久

「就職氷河期を繰り返さないために」田中英敬

●研究所ニュース

「第14回中曽根康弘賞授賞式」

「ゴルバチョフ元大統領から中曽根康弘会長へのお祝いメッセージ」

「提言書「海と空のグレーゾーン事態への対処―その問題と対策ー」を発表」

「中曽根康弘会長、「日韓共同宣言」を発表」

憲法改正に向けた国民世論の結集に努めよ

中曽根康弘世界平和研究所会長 中曽札{月足弘‘

本年は明治150年の区切りの年に当たります。振り返れば、明治憲法はアジアの小国

日本が世界史に登場する上での原動力となり、現行憲法は今日の日本の発展繁栄の礎

となり、自由や民主主義が日本に定着するうえでの大きな役割を担いました。すなわち、憲

法には其々の時代を画する意義と役日があり、時代の価値を体現しながら、国家、国民

をけん引する推進力となってきたわけです。

翻ってみると、現在の日本は、科学技術の発展や経済・社会のグロ ーバル化が急速に

進展する中で、国を取り巻く外交•安全保障の状況も大きな構造変化に直面しておりま

す。なによりも、こうした環境変化とともに国民意識や価値観の有り様が大きく変容してい

ます。憲法と現実との間の乖離を埋めつつ、新しい時代に対応していくことこそが、自由

や民主主義、世界平和への貢献など、時代によらず変わらぬ価値観を堅持していくこと

に繋がるのではないでしょうか。

こうした憲法改正に向けた議論を、言論、マスコミ、国会での議論に止まらず、すべて

の国民がしっかりと議論に参加することが重要です。日本や憔界の政治・経済・社会の

構造変化にはしっかりと対応していく必要がありますが、一方で目先の国際情勢や国内

の政局に左右され、憲法改正の機運を逃すことがあってはなりません。そのためにも、国 /( 

民一 人一 人がこの国の未来のあり方をしっかりと考え、国民世論を糾合していくような不

断の取り組みが求められます。

公益財団法人中曽根康弘世界平和研究所 NPI 
































